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はじめに
　本稿は、2002年度の全国社会教育職員養成
研究連絡協議会（略称社養協）の研究大会で
報告した内容をベースにしながら、あらため
て明治大学社会教育主事課程の現状と課題に
ついてまとめたものである。社養協での報告
のメモと資料については、前号の年報に掲載
したが、それだけでは内容的に不十分であり、
さらに研究大会の報告では十分言い尽くせな
かったことも多かったことや紹介した資料の
データも古くなったことなどから、それらを
内容的に補うこともここでは意図している。
　周知のように、社会教育主事の資格につい
ては、文部科学省の省令である社会教育主事
講習等規程（1951年の社会教育法の改正を受
けて作られた）によって、現在130余りの大
学（通信教育を含む）および短期大学での授
業のほか、全国の30を超える国立大学と独立
法人国立教育政策研究所社会教育実践研究セ
ンターで開講されている社会教育主事講習に
よってその取得が可能となっている。（こう
した社会教育主事養成をめぐる動向と問題点
や課題等について詳しくは、大槻宏樹編著
「21世紀の生涯学習関係職員の展望一養成・
任採用・研修の総合的研究」、多賀出版、
2002年、を参照）
　明治大学でもこの社会教育主事講習等規程
にそって、1975年に北田耕也先生（現明治大
学名誉教授）が赴任されることによって社会
教育主事養成関係の科目が開講され、後述す
るように数度のカリキュラムの改正や教員体
制の充実を経て現在に至っている。
　なお社会教育関係科目の中で重要な位置と
役割を占めている社会教育実習については、
別稿の平川論文に譲ることにしたい。
（1）明治大学における資格課程の現状
　明治大学には、現在、教職課程、学芸員養
成課程、社会教育主事課程、司書および司書
教諭課程が設置されており、これらを資格課
程として総称している。この課程を担当する
専任教員は12名で、その構成は2003年度で教
職課程（教授5、助教授1、専任講師1）、
学芸員養成課程（教授1、助教授1）、社会
教育主事課程（教授1、専任講師1）、司書
課程および司書教諭課程（教授1）となって
いる。
　また教員は全員が文学部に所属し、同学部
教授会メンバーとなっているが、授業は一部
（昼間部）と二部（夜間部）および大学院を
含め短期大学を除く全ての学部（法学、商学、
政経、文学、経営、理工、農そして2004年度
から新設の情報コミュニケーション学部が加
わる）の学生向けに開講されているため、文
学部所属の他の教員とは性格を異にしてい
る。
　授業は千代田区神田の駿河台校舎を中心
に、杉並区の和泉校舎（一部の1、2年生の
学生を対象）と川崎市の生田校舎（理工と農
学部の学生を対象）の3つのキャンパスで開
講され、受講学生の総数は延べ4800名余に達
している。そのためこうした学生に専門的に
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対応する事務も資格課程事務室として別に置
かれ、そこには事務長を含め8名の専任職員
および非常勤職員が勤務している。
　また資格課程の学内における組織的体制
も、全学部を対象としている関係で、学部を
横断する業務が求められる。そのため資格課
程のカリキュラムや予算等については資格課
程の教員と事務職員とで定期的に行われる五
課程会議で検討され、さらにそれを受けて大
学の教務部長を委員長として資格課程の教
員、および各学部の教員代表者によって構成
される資格課程委員会で審議・決定される仕
組みになっている。ただし教員人事について
は文学部教授会で審議される。このように資
格課程の教員は、大学内では文学部に所属し
ながら、同時に資格課程という学部からは独
立したセクションに属するという二重の性格
をもっているのが特徴といえる。
　以上のような点で、同様の資格を出してい
る他の大学では、担当教員がそれぞれ別の学
部に属していたり、事務も各学部で対応して
いるケーズもあることから、それに比べ明治
大学の組織体制は比較的わかりやすいのでは
ないかと思われる。
　それと合わせて資格課程の特徴としてあげ
られるのが、一部と二部に同じ科目が設置さ
れていて、それらを一、二部所属の別なく学
生が受講できるという点である。専門科目の
場合には認められていない、この資格課程関
係の科目をどの学生も自由に履修できるとい
う条件が多くの学生の受講を可能にし、それ
が先の受講者数にもあらわれているといえよ
う。しかもこれによって複数の資格取得が可
能になることから、資格課程に設置されてい
る全ての資格を取得して卒業する学生も少な
くない。
　これはまた教職が1年生から、他の資格が
2年生からと受講開始学年が異なるなど、課
程全体として学生の条件や問題関心等に対応
した配慮がされていることの反映でもあると
いえる。カリキュラム的には、1年生で教育
の基礎を学ぶことで学生の問題関心が社会教
育関係に広がっていくということが考えられ
るからである。
　上述の内容をふまえ、以下、社会教育主事
課程の現状と課題について述べていく。
（2）社会教育主事課程制度の現状と課題
教員スタッフの充実と年報の発行
　先に紹介したように、社会教育主事関係科
目の開設は1975年度からであったが、当時は
専任教員が一人であったことや教育実習を含
め教職関係の科目も担当していた関係で、社
会教育主事課程は教職課程に半ば付属する形
で出発した。それが1987年の社会教育主事講
習等規程の改正によって科目の内容構成が大
きく変わり、さらに社会教育実習などの科目
が新設される。
　これを受けて、1989年に教員1名の増員が
認められて専任教員2名となり、学芸員養成
課程と同じく課程として独立していくことに
なるのである。また社会教育主事課程の非常
勤講師も徐々に増えて現在4名の方にお願い
しており、教員スタッフの体制も整ってきて
いるといえる。
　そして1991年度からは、それまでのr教
職・社会教育主事課程年報」から分かれて
r社会教育主事課程年報」を発行するように
なる。年報の構成としては、専任教員と非常
勤講師の研究論文に加え、卒業生の社会教育
関係職員による実践報告、さらには社会教育
実習受講者の報告などとなっている。それを
毎年800部作成し、全国の大学、研究機関の
ほか多くの社会教育関係機関・施設に送付し
ている。大学の研究紀要などと違い、実践的
な内容を主にすることを意図して編集してい
るが、そのことが現場の社会教育関係職員な
どから好意的に受けとめられていることか
ら、その点を今後さらに充実させていきたい
と考えている。
　なお余談になるが、明治大学のように（社
会）教育の専攻などを持たず、資格だけを出
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している大学でこのような年報を独自に出し
ている例は、発行当時ほかには見られなかっ
たことやその後他の大学でこうした年報等を
発行するようになったという点で、一定の先
駆的役割を果たすことができたのではないか
と思われる。
学生の履修条件と履修状況について
　学部学生の履修条件について、1996年度か
らそれ以前の3年生からを学芸員養成課程と
同じく2年生からとすることで、社会教育に
関する基本的事項をできるだけ早く学習でき
るようにした。また科目等履修生については、
他大学卒業生も受け入れ、その際に単位の互
換も認めている。このような中で近年履修者
数も確実に増え、本年報の最後に掲載されて
いるように、特に履修開始を2年生としてか
らの増加が目立ってきている。（なお、こう
した増加傾向は他の課程でも同様であり、お
そらく最近の学生の資格志向の高さによるも
のと思われる。）
　また受講者の特徴として女子学生が多いこ
とも強調しなければならない。明治大学学生
の中で男性の占める割合が4分の3以上と圧
倒的に高い中にあって、絶対数こそ少ないも
のの2002年度受講生の内訳が男子学生152名
に対し女子学生188名という数字は特筆され
る。この傾向が特に顕著なのが司書課程であ
り、受講者の多くが女性となっているが、社
会教育主事課程はこれに続き、学芸員養成課
程ではやや女性が多いという状況である。こ
れは、女性の方が男性に比べ資格志向が高い
ことのあらわれであるといえるが、同時にそ
こからは就職等での男女差別などの社会的問
題やジェンダー問題の影響が見てとれると思
われる。
　なお履修修了者、つまり資格を取得して卒
業していく学生の数は、近年でも50～80名く
らいと毎年ばらつきがあり、図一1のように
先の履修者数の増加とは必ずしも相応してい
ない。これは、履修したものの卒業までに必
要な単位が取れなかったり、途中でリタイア
する学生が少なくないことを物語っており、
その点での実態把握とフォローが必要になっ
てくることを示している。
　卒業してから科目等履修生の制度を利用す
（図一1）社会教育主事課程修了者数（経年）のグラフ
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る卒業生も毎年何人かいるが、地理的な問題
に加え授業料や通学条件の問題など多くのハ
ードルがあるために受講できる卒業生は限ら
れており、それゆえ在学中における履修相談
などきめ細かなサービスの充実が今後の課題
である。
社会教育主事課程室の役割
　明治大学の資格課程にはそれぞれ専用の部
屋があり、社会教育主事課程も狭いながらも
社会教育主事課程室をもっている。ここには、
10人ほどが座れる椅子と机のほかに関係図書
と雑誌および資料、パソコン、テレビとビデ
オ、ホワイトボードなどが置かれている。原
則として開いている時間は履修学生が自由に
利用でき、図書資料の閲覧と貸し出しも行っ
ているし、またパソコンやテレビ、ビデオも
許可を受ければ使用できるようになってい
る。
　先に紹介したように、社会教育主事課程は
専任教員2名体制となって教職課程から独立
したわけであるが、この部屋の存在もその具
体的なあらわれである。学生の利用に加え、
教員もちょっとした会合や打ち合わせ等で使
うことも多く、利用頻度は高い。特に学生に
とっては、図書や資料等の閲覧だけでなく、
集まって談論する場やいわゆるたまり場とし
ての利用価値も高く、さらにこの部屋を拠点
に児童館の職員と学生が交流する学生主体の
取り組みなども行われているという点におい
ても重要な役割を果たしているといえる。
　ただ先に述べたように、スペースが狭い関
係で閲覧できる図書資料が十分でないこと
や、一度に多人数で使うことができないため
利用できる数が限られてしまうことなど、ハ
ード面での問題が大きいのが実態である。さ
らに学生の利用については、ほとんど自主管
理に任されている中にあって、公平で民主的
に開放された場として機能しているかといっ
た問題があるのも否めない。そのような点で、
2004年度から新しくできた建物（アカデミー
コモン）に部屋を移転することの意義は大き
い。それによってこれまでの狭いスペースの
問題は解消されるからであり、それにともな
って今後はこの部屋のソフト面での充実が課
題となる。
卒業後の進路について
　他の大学の場合と同様に、社会教育主事の
基礎資格を取得して卒業後すぐに社会教育主
事補などの仕事に就ける者はほとんどないの
が現状である。そのため社会教育関係の仕事
を希望する卒業生は、社会教育指導員などの
非常勤の職に就き、経験をつみながら採用の
機会を探すか、あるいは公務員の一般行政職
で入り、定期異動によって公民館などの社会
教育施設職員となるというケース、さらには
いわゆる生涯学習関係の財団や公社等の職員
などが主となっている。
　特に明治大学では法学部や政経学部を中心
に自治体の公務員となる卒業生が多く、異動
の中で社会教育の仕事に就く例はかなり多い
と推測される。全国の社会教育の現場を回っ
ていて、このような卒業生と出会うことも少
なからずあるからである。しかしながらこの
場合は、社会教育主事などの専門職ではなく
常に異動する職場であるため、実際の数がな
かなか把握できないのが実状である。
　また近年は特に非常勤講師の尽力によって
児童館関係の職員を希望する学生も多く、現
段階では非常勤が主だが児童館関係への就職
が増えてきている。この分野は、行政的な区
分では児童福祉にあたるが、実態的には子ど
もの学校外の活動を支援するという点で極め
て社会教育的な役割を担っていることから、
社会教育主事課程で学んだ成果が生かされる
という点で、今後の進路の広がりが期待され
るところである。さらに社会教育を学んで高
齢者や障害をもつ人の福祉に関心をもつよう
になることによって、この分野への就職を目
指す卒業生も数はまだ少ないものの、確実に
いるという点も特徴であるといえる。
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　現実にこの間全国的に社会教育行政での専
門職採用が減少してきている中にあって、こ
うした他の分野への進路の選択肢を広げてい
くことが重要であるとともに、人々の生涯に
わたる学習を支援していくという視点に立っ
て社会教育職員の職場を開拓していくこと
が、同じ資格を出している大学の切実な課題
として問われてきている点を強調しなければ
ならない。
（3）カリキュラムについて
これまでの経緯
　1986年度までの社会教育関係科目と単位数
は表一1のようであったが、87年の社会教育
主事講習等規程の改正を受けて、88年度から
表一2のように本学の社会教育主事課程でも
大幅な科目の変更を行った。それまでと単位
（表一1）1986年度社会教育主事資格を得るために必要な科目及び単位数
群 指定科目 本学の議題題目 単位数
? 社会教育概論
ﾐ会教育方法論
ﾐ会教育行政
社会教育概論
ﾐ会教育方法論
ｳ育行政学
??
乙
教育史
ｳ育社会学
ｳ育心理学
教育学及び教育史
ｳ育社会学
ｳ育心理学
??
丙
図書館通論
E業教育及び職業指導
ｬ人指導及び青少年指導
図書館学
E業指導
ﾐ会教育
??
?
24
（表一2）1988年度社会教育主事資格を得るために必要な科目及び単位
授業科目 最低単位数 科目単位数
○社会教育概論 4 4
○社会教育計画 4 4
○社会教育課題研究 4 4
　社会教育特講1
@　　社会教育
宦@　国際化と社会教育
?
社会教育特講H
@　職業指導
@　教育方法
@　図書館学
@　博物館学
12
??
社会教育特講m
@　教育原理
@　教育学及び教育史
@　教育社会学
@　青年心理学
??
計 24 40
（○印は必修科目）
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数こそ変わらないものの、科目構成が従来の
甲乙丙の3つの領域だったものから社会教育
概論、社会教育計画、社会教育課題研究、社
会教育特講1～皿というように構造化され、
科目数も増加した。さらに90年度より専任教
員が1名増えたことによって、社会教育実習
を社会教育課題研究との選択必修という形で
開設し、カリキュラム内容を充実させてき
たQ
　前述したように、96年度から履修開始学年
を2年生からとした。そこでは教職や博物館
関係科目および社会教育の基礎科目である社
会教育概論のみの受講に限定し、社会教育計
画および社会教育特講中の社会教育専門科目
については3年生から、そして社会教育課題
研究と実習は4年生からの受講という形で、
基礎から始まって理論・実践的な内容を学べ
るようなカリキュラムにした。さらに97年度
からは社会教育特講1の中に「福祉と社会教
育」を加え、また社会教育主事講習等規程の
改正を受け、98年度から「社会教育概論」を
「生涯学習概論」に変更した。
　その後2002年度からは、表一3のように
「ジェンダーと教育」および「環境問題と社
会教育」を新たに加えることによって、社会
教育特講1の趣旨に沿うよう変動する現代社
会の課題に対応した社会教育のあり方をより
広く学べるよう配慮するとともに、従来の他
の課程との共通科目に加え、特に教職との共
通科目を大幅に増やした。これは、直接的に
（表一3）2002年度社会教育主事資格を得るために必要な科目および単位数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（○印は必修科目，△印は選択必修科目）
社会教育主事講習等 履修
規定に定める科目 本学における授業科目 単位 最低修得単位数 開始
（1997年4月1日施行） 年次
必 生涯学習概論 ○生涯学習概論 4 4 2年
修 社会教育計画 ○社会教育計画 4 4 3年
社会教育演習，社会教育
ﾀ習又は社会教育課題研
?ﾌうち1以上の科目
△社会教育課題研究
｢社会教育実習
?
△1科目選択必修
4年
S年
ジェンダーと教育 4 3年
選 社会教育特講1
i現代社会と社会教育）
現代の子どもと社会教育
ﾂ境問題と社会教育
?
2科目選択必修 3年R年
福祉と社会教育 2 3年
拓 社会教育特講H 職業指導
2 2年
（社会教育活動・ 教育方法
2 1，H，　mにわたり，選択 2年
? 事業・施設） 図書館学総論
歯ｨ館学概論
?2年必修科目を含めて12単
ﾊ以2年上を修得しなけれ
2年
Q年
教育基礎論 2 ばならない。 2年
教育思想史 2 3年?
社会教育特講m 教育行政学 2 2年
（その他必要な科目） 教育社会学 2 2年
青年心理学 2 2年
教育カウンセリング論 2 3年
計 24単位
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は教職免許法の改正による新たな教職関係科
目の増設に対応したものであるが、実質的に
は学社連携・融合そして地域に開かれた学校
の必要性が唱えられ、学校週5日制の完全実
施や総合的学習の時間の新設などの動きの中
で、社会教育的な知見とセンスを身につけた
教員が求められているといった時代的要請に
応えることが意図されている。
今後の課題
　以上、紹介したように本学の社会教育主事
課程のカリキュラムは、教員スタッフの増員
によってその内容の充実がはかられてきてい
るわけであるが、そのことは同時に受講者の
多様な問題関心に応えていくという点でもメ
リットになっているといえるだろう。社会教
育の幅の広さと実践性に学校教育とは違った
リアリティと興味を感じ、また教育の問題を
生涯教育という大きな視点で見ようとする学
生も少なくないからである。
　そうした点で今後カリキュラムの量・質の
面でのさらなる充実が求められるわけである
が、ほかに専門の学習と単位取得が必要とさ
れる学生に対し、自分の専門の学習と両立さ
せながら、そしてできるだけ専攻の学問と有
機的なつながりをもって社会教育主事課程の
受講が可能となるようなカリキュラムの整備
が今後の課題であるといえる。
一93一
